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2015 年 10 月 29 日 

 

各  位 

会 社 名 ソ ニ ー 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表執行役  平井  一夫 

(コード番号 6 7 5 8  東証  第 １ 部 ) 

問い合わせ先 財務部 VP 村上  敦子 

(TEL：03-6748-2111（代表）) 

 

 

新株予約権を用いたストック・オプションの付与に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、会社法第 236 条、第 238 条及び第 239 条の規定ならびに 

2015 年 6 月 23 日開催の当社定時株主総会の特別決議にもとづき、ストック・オプション付与を目的とし 

て発行する新株予約権の具体的な内容を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

I． ストック・オプション付与を目的として新株予約権を発行する理由 

 

当社の業績と当社の執行役及び従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員の受ける利益とを連

動させることにより、ソニーグループの業績向上に対する貢献意欲を高め、以って業績を向上させること

を目的として、これらの者に対して、新株予約権を発行するものです。 

 

 

II． 新株予約権の発行要領 

 

第 30 回普通株式新株予約権 

 

1. 新株予約権の割当ての対象者及びその人数ならびに割り当てる新株予約権の数 

 当社執行役 5 名   （計 2,350 個） 

 当社従業員 330 名   （計 4,443 個） 

 当社子会社の取締役 89 名   （計 2,039 個） 

 当社子会社の従業員 318 名   （計 3,133 個） 

  計 742 名 （合計 11,965 個） 

 

2. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 当社普通株式 1,196,500 株 

各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。） 100 株 

 

3. 新株予約権の総数 

 11,965 個 



  

  2/4   

4. 新株予約権と引換えにする金銭の払込み 

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。 

 

5. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により発行又は

移転する株式 1 株当りの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じて得られる

金額とする。行使価額は、当初、新株予約権の割当日の前 10 営業日（終値（以下に定義す

る。）のない日を除く。）の各日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値（以下「終値」という。）の単純平均の金額（1円未満の端数は切り上げる。）とする。ただし、

その金額が、①行使価額決定日である新株予約権の割当日に先立つ 45 営業日目に始まる

30 営業日（終値のない日を除く。）の各日における終値の単純平均の金額（1 円未満の端数は

切り上げる。）、又は②新株予約権の割当日の終値（当該日に終値がない場合は、それに先立

つ直近日の終値）のいずれかを下回る場合には、そのいずれか高い金額とする。 

 

6. 新株予約権を行使することができる期間 

2016 年 11 月 19 日から 2025 年 11 月 18 日までとする。ただし、行使期間の最終日が当社の

休業日に当たるときは、その前営業日を最終日とする。また、権利行使期間内であっても、当

社と新株予約権者との間で締結される新株予約権割当契約（以下「割当契約」という。）に定め

る一定の制限に服するものとする。 

 

7. 新株予約権の行使の条件 

(1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認されたとき、又は当社が完全子 

会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会（株主総会決議が不要の

場合は、当社取締役会）で承認されたときは、当該合併、株式交換又は株式移転の効力

発生日以降新株予約権は行使することができない。 

(3) その他割当契約に定める条件及び制限に服するものとする。 

 

8. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算

の結果 1 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記

(1）記載の資本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 

9. 新株予約権の取得条項 

新株予約権の取得条項は定めない。 

 

10. 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するも

のとする。ただし、割当契約の規定にもとづく制限に服するものとする。 

 

11. 新株予約権の割当日 

2015 年 11 月 19 日 



  

  3/4   

第 31 回普通株式新株予約権 

 

1. 新株予約権の割当ての対象者及びその人数ならびに割り当てる新株予約権の数 

 当社執行役 1 名    （計 2,000 個） 

 当社従業員 2 名    （計   35 個） 

 当社子会社の取締役 21 名    （計 3,393 個） 

 当社子会社の従業員 544 名    （計 6,027 個） 

  計 568 名  （合計 11,455 個） 

 

2. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 当社普通株式 1,145,500 株 

各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。） 100 株 

 

3. 新株予約権の総数 

 11,455 個 

 

4. 新株予約権と引換えにする金銭の払込み 

 新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。 

 

5. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により発行又は

移転する株式 1 株当りの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じて得られる

金額とする。行使価額は、当初、新株予約権の割当日の前 10 営業日（終値（以下に定義す

る。）のない日を除く。）の各日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値（以下「終値」という。）の単純平均（以下「基準円価額」という。）を、同 10 営業日の各日に

おける東京の主要銀行が提示する米ﾄﾞﾙ対顧客電信売り相場の単純平均の為替ﾚｰﾄ（以下

「基準換算ﾚｰﾄ」という。）で換算した米ﾄﾞﾙ額（1ｾﾝﾄ未満の端数は切り上げる。）とする。ただし、

基準円価額が、①行使価額決定日である新株予約権の割当日に先立つ 45 営業日目に始ま

る 30 営業日（終値のない日を除く。）の各日における終値の単純平均の金額、又は②新株予

約権の割当日の終値（当該日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれ

かを下回る場合には、そのいずれか高い金額を基準換算ﾚｰﾄで換算した米ﾄﾞﾙ額（1 ｾﾝﾄ未満

の端数は切り上げる。）とする。 

 

6. 新株予約権を行使することができる期間 

2016 年 11 月 19 日から 2025 年 11 月 18 日までとする。ただし、行使期間の最終日が当社の

休業日に当たるときは、その前営業日を最終日とする。また、権利行使期間内であっても、当

社と新株予約権者との間で締結される新株予約権割当契約（以下「割当契約」という。）に定め

る一定の制限に服するものとする。 

 

7. 新株予約権の行使の条件 

(1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認されたとき、又は当社が完全子会

社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が当社株主総会（株主総会決議が不要の場

合は、当社取締役会）で承認されたときは、当該合併、株式交換又は株式移転の効力発

生日以降新株予約権は行使することができない。 

(3) その他割当契約に定める条件及び制限に服するものとする。 
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8. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算

の結果 1 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記

（1）記載の資本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

 

9. 新株予約権の取得条項 

 新株予約権の取得条項は定めない。 

 

10. 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得（新株予約権者が死亡した時点において行使可能な新株予約

権の当該新株予約権者の遺産又は受益者への移転を除く。）については、当社取締役会の決

議による当社の承認を要するものとする。ただし、割当契約の規定にもとづく制限に服するもの

とする。 

 

11. 新株予約権の割当日 

 2015 年 11 月 19 日 

 

 

以 上 


